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SciREXセンター（研究領域）

NISTEP （政策課題対応型調査研究、データ・情報基盤）

RISTEX （公募型研究開発プログラム）

政策デザイン
（角南領域）

政策分析・影響評価
（黒田領域）

政策形成プロセス実践
（森田領域）

・経済成長への科学技術の貢
献に関する要因分析（NISTEP）

・北極圏問題についての我が国
の総合戦略

・政府の資金助成と民間企業
の研究開発・イノベーションに
関する分析（NISTEP）

・科学技術外交の戦略的推進（科
学技術顧問設置の提言）

・「夢ビジョン」策定における
RISTEX加納プロジェクトの貢
献（RISTEX）

・広義の科学技術イノベーシ
ョン政策研究会（イノベーショ
ンのための制度改革）への貢
献（GRIPS/東大）

・デュアルユース技術の研究
開発

・ICT分野政策オプションの調
査研究（黒田モデル）

・ 「R&Dの資本化」と「研究開

発投資効果分析」の連携
（NISTEP/RISTEX）

・科学技術予測・シナリオプ
ランニングの公共政策分野
の将来ビジョン策定に向け
ての貢献

・2020年東京オリンピック・パ
ラリンピックに向けたビジョン
と戦略

学会等における活動
○ 日本経済学会 （経済学の中核学会）

・「科学技術イノベーション」のセッションを開設。パネル討論「科学技術振興における経済学の役割」を開催。
○ 研究・技術計画学会 （科学技術政策研究・MOTの中核学会）

・パネル討論「実践に活かす科学技術イノベーション政策経営研究」を実施。
○ その他

・拠点大学（論文・機関誌等：59、シンポジウム・セミナー等：126）、NISTEP（論文・機関誌等：30、シンポジウム・
セミナー等：27）、RISTEX（論文・機関誌等：186、シンポジウム・セミナー等：39）※平成27年７月時点

・（政策形成の政治過程の構造
分析）

・ITによる知識基盤社会のインパ
クト評価

・（社会・国民とのコミュニケ

ーションを含めた政策形成プロ
セス）

SciREXセンターの研究領域との関係等
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政策形成の実務に貢献した例

総合科学技術会議における予算の全体俯瞰と資源配分の方針への活用 ☞ Ｐ10
STI政策の歴史的変遷を体系的に整理し、1970年代から科学技術関係予算や1950年代からの白書に記載された重要施策
をデータベース化。これに基づき政策を歴史的に俯瞰し施策を整理、CSTIの資源配分方針の策定に活用。

経済成長への科学技術の貢献に関する要因分析 ☞ Ｐ５
経済成長への科学技術の貢献に関する要因分析として、科学技術白書にて、経済成長の要因分解、TFPにおける公的R&D
のスピルオーバーの寄与度等を取り上げ、「財政制度等審議会の「財政健全化計画等に関する建議」に対する文部科学省
としての考え方」の資料として活用。

「R&Dの資本化」と「研究開発投資効果分析」の連携 ☞ Ｐ11
研究開発投資を導入したマクロ経済モデル研究と連携し、国民経済計算（GDP統計など）の改定に貢献。

科学技術基本計画・科学技術白書等の基礎となるエビデンスの提供 ☞ Ｐ８～９
政府の研究開発投資目標、政府の資金助成と民間企業の研究開発・イノベーションに関する分析、産学連携プロジェクト
の資金源に関する分析、経済成長への科学技術の貢献に関する要因分析等、基本計画や科学技術白書のエビデンスを
提供。

広義の科学技術イノベーション政策研究会（イノベーションのための制度改革）への貢献 ☞ Ｐ12
科学技術イノベーションに係る税制、政策金融、規制改革等に係り、内外の政策動向等に関する調査や拠点研究者等との
研究会を実施、CSTIの科学技術基本計画に係る議論に活用。

STI政策を導入した経済モデルの開発 ☞ Ｐ６
情報技術が実現したときに起こりうる社会的･経済的影響の評価分析手法の開発、STI政策を定量的に評価できる経済モ
デル手法を複数開発。

政策マネジメントシステムの検討 （ＰＤＣＡサイクルの実効性の確保） ☞ Ｐ７
STI政策において、政策の構造化とそれに対応した指標の設定を通じて、政策の実効性を高めるマネジメントシステムを
検討し、その結果をKPIや政策モニタリングの制度設計等に活用。また、これを受け、資源配分機関が研究費のデータ
ベースを府省横断的に接続する取組も実施予定（H28概算要求）（H27～）。
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政策の実務に貢献した例

総合科学技術イノベーション会議における検討プロセスの分析
科学技術基本計画の策定プロセスについての検討。会議中の発言とその相互作用の中に見られる特徴を、交渉分析やテ
キスト解析の観点から分析。

「科学技術と社会」に関する指標構想
OECDと連携して、国際指標において欠けている科学技術と社会との関係に関する国際指標の構築を目的として、指標を収
集・分析・整理するともに、国際比較、政策評価への適応を念頭に、総合指標化を試行。将来的には、フラスカティマニュア
ル、オスロマニュアルに次ぐ日本が主導した国際マニュアルの策定を目指す。

＜現在進行中のプロジェクト例＞

「夢ビジョン」策定における社会的な課題抽出への貢献☞ Ｐ15
対話型パブリックコメント手法を、ビジョン策定の段階で多くの市民からアイディア（”夢”）を抽出することに活用。

科学技術予測・シナリオプランニングの公共政策分野の将来ビジョン策定に向けての貢献 ☞ Ｐ14
科学技術予測・シナリオプランニングを、夢ビジョン策定や政策オプション検討に活用。

科学技術外交の戦略的推進 ☞ Ｐ13
国際動向調査や海外機関とのラウンドテーブル等を通じ、科学技術への外交の活用という観点での議論の必要性を情報発
信。有識者懇談会が設置され、外務大臣科学技術顧問の設置等を含む提言で結実。

「科学技術イノベーションと社会」に関する検討 ☞ Ｐ18
CSTIにおける基本計画の策定のための「科学技術イノベーションと社会」検討会に、拠点関係者等が構成員として参画し、
基本計画のドラフトに貢献。
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SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例
「科学技術白書」・「財政制度等審議会建議に対する文部科学省の考え方」

経済成長への科学技術の貢献に関する要因分析

科学技術白書の１節において「科学技術と経済成長」を取り上げた。経済成長の要因分解、TFPにお
ける公的R&Dのスピルオーバーの寄与度等をNISTEP政策科学対応型調査研究の分析結果等を活用
した。

同様の分析結果を「財政制度等審議会の「財政健全化計画等に関する建議」に対する文部科学省と
しての考え方」の資料として活用した。

出典：科学技術・学術政策研究所 調査資料No. 226「科学技術イノ

ベーション政策のマクロ経済政策体系への導入に関する調査研究
（科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」政策課
題対応型調査研究）を基に文部科学省が作成（赤池、萱園、外木ら）

出典：科学技術・学術政策研究所「工場立地と民間・公的Ｒ＆Ｄス
ピルオーバー効果：技術的・地理的・関係的近接性を通じたスピル
オーバーの生産性効果の分析」NISTEP DISCUSSION PAPER No. 93
（平成25年（2013年）５月、科学技術イノベーション政策における
「政策のための科学」政策課題対応型調査研究） 5



Copyright 2015. 政策研究大学院大学科学技術イノベーション政策研究センター

目的: STI政策を定量的に評価できる経済モデルの比較検討を行う

。

今後の課題
・モデルを活用した政策事例の蓄積
・モデルプラットフォームの一元化
・モデル分析の高速化・迅速化(SciREX 
センター/一橋大協働でスパコン京を用
いた実証試験を実施中)

多部門経済一般均衡的相互依存モデル R&D動学一般均衡 (DGE) モデル

MaeSTIPモデル NISTEPモデル

利点
・産業ごとの経済厚生の変化を描写できる
・政策実施による影響を把握しやすい
・糖尿病およびIoT モデルをこれまでに開発

モデルの構造
・政策立案および実施時に想定されるシミュレー
ションを可能とするため、各産業の技術的な特性を
反映させている. これにより, 将来に渡る産業ごとの
TFP成長率, 労働人口動態 (年齢別, 性別), 価格変化な
どを年ごとに把握することが可能.

利点
・マクロ経済に係る指標が全て網羅
・家計・企業・政府の行動関数が内包

モデルの構造
・政府による研究開発投資が企業や大学での研究開
発活動に用いられ、それらの成果が知識ストックと
して蓄積されたとき, イノベーションを促進しTFP
(全要素生産性) を向上させ, 経済成長を牽引すると
定義. これらの動態をマクロ経済指標を用いてシ
ミュレートする.

利点
・経済学の理論的根拠を重視した標準モデル。
経済主体の将来的な行動を織り込んでいる。
モデルの構造
・今日のマクロ経済学の代表的な動学モデルに R&D 
モデルを導入することで, 企業や家計が長期的な最
適化行動を行うなかで, 政府の研究開発投資が与え
る影響を測定する

利点
・シンプルかつコンパクトなモデル設計
・迅速に分析を行うことが可能

モデルの構造
・科学技術関係経費を入力データにしたマクロ経
済モデルである. 支出、生産、価格、雇用分配お
よび研究開発のブロックから構成される
・GDP総額, 雇用量の総量, 輸出入や民間の研究開
発投資の把握, 研究開発投資が貿易に与える影響
も分析可能

参考文献: 永田晃也：マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測、DISCUSSION PAPER、科学技術庁科学技
術政策研究所、1998.3 http://hdl.handle.net/11035/422

糖尿病モデルの分析イメージ
(政策ごとの経済効果を測定可能)

政策ﾊﾟﾀｰﾝ

① 全ての技術の開発
支援に投資
(300億円/年）

② 予知マーカー技術
の開発支援に集
中投資
(100億円/年)

③ ICTによる指導技
術高度化支援に
集中投資
(100億円/年)

④再生医療技術
の開発支援に
集中投資
(100億円/年)

⑤ 政策を実施せず

＋2554億円
[ 100ポイント ]※

＋1691億円
[ 66ポイント ] ※

＋853億円
[ 33ポイント ] ※

＋41億円
[ 2ポイント ] ※

＋0億円
[   － ] ※

社会的影響
2030年時点の

ﾊﾟﾀｰﾝ⑤とのGDP差

経済的影響の分析
(各時点のﾊﾟﾀｰﾝ⑤との実質GDP差)
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政策ﾊﾟﾀｰﾝ① 政策ﾊﾟﾀｰﾝ② 政策ﾊﾟﾀｰﾝ③ 政策ﾊﾟﾀｰﾝ④

億円／年

①100ポイント

②66ポイント

③33ポイント

④2ポイント

政策が民間研究開発投資に
及ぼす影響の測定

政策が家計消費に
及ぼす影響の測定

参考文献: 楡井誠：科学技術イノベーション政策の経済成長分析・評価、JST/RISTEX 
科学技術イノベーション政策のための科学研究開発プログラム 平成26年度プログラム
全体会議（発表資料）、2015.2

科学技術関係予算の想定シナリオごとの
実質GDPへの影響

※. シナリオタイプ
①予算総額25 兆円, ②予算総額27 兆円, ③予算総額30 兆円

標準モデルとインパクトケース (科学技術関係経費
が年率6%成長する)場合の潜在GDPおよびTFP の変
化率

参考文献:文部科学省 科学技術・学術政策研究所 一橋大学 イノベーション研究センター 赤池伸一 藤田健一 外木暁幸 花
田真一:科学技術イノベーション政策のマクロ経済政策体系へ の導入に関する調査研究 、2013.10 
http://hdl.handle.net/11035/2433

参考文献: 黒田昌裕, 池内健太, 原泰史, 土谷和之, 尾花和弥 : 科学技術イノベーション
政策における政策オプション作成のためのモデルの研究開発, GRIPS SciREX センター
ワーキングペーパー, 2015.09 (近刊)

SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例
SciREXセンター 政策分析・影響評価領域プロジェクト

STI政策の定量的評価を行うための経済モデル間の比較研究
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SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例
SciREXセンター 企画・運営部門プロジェクト

客観的根拠に基づくSTI政策の確立に向けた総合マネジメントシステムの検討

STI政策の在り方、具体的には、政策・目標・指標の体系への階層構造化、エビデンスに基づいた

指標の整理、今後の取組の方向性等、政策マネジメントシステムに関する検討会を、原山議員、内
閣府、文部科学省、JST、RIETI、大学等参加のもとで開催。
第５期基本計画への提言としてまとめ、第12回基本計画専門調査会（10/1）に提出。
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○公的資金助成は企業の研究開発を促進

○産学連携は企業自らの研究開発とともにイノベーションを促進（産学連携の効果が大きいのは特に新規開業企業）

○イノベーションは生産性上昇に寄与

0%
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40%

60%
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100%

低 中 高

従業者１人あたりの研究開発費（2008年）

新規開業企業
成熟企業

プロダクト・イノベーションの実現割合
（2006-2008年）
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なし あり

産学連携（2006-2008年）

新規開業企業

成熟企業

プロダクト・イノベーションの実現割合
（2006-2008年）
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40%

なし あり

プロダクト・イノベーションまたはプロセス・イノベーションの有無

新規開業企業

成熟企業

労働生産性上昇率（2006-2008年）

資料：科学技術・学術政策研究所「日本の新規開業企業における研究開発・イノベー
ション・パフォーマンス：成熟企業との比較分析」NISTEP DISCUSSION PAPER 
No.104（2013年12月）NISTEP政策課題対応型調査研究

生産性上昇

研究開発投資

イノベーション創出

産学
連携

公的資
金助成

0
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25

なし あり

公的資金助成の受給有無（2006-2008年）

新規開業企業

成熟企業

従業者1人あたり研究開発費
（万円、2008年）

SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例
「科学技術白書」への貢献

政府の資金助成と民間企業の研究開発・イノベーションに関する分析
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

科学的発見、技術的知見などの実用化による社会還元

研究機器やリサーチマテリアルへのアクセス

研究開発のスピードアップ

企業との人的・組織的ネットワークの形成

企業からのノウハウ獲得

人材育成（参画した研究者・学生の質的向上）

学外での知名度向上

学内における研究開発活動の正当性確保

実用化に向けた社会動向の把握

研究資金の確保

非常に重要である 重要である どちらでもない 重要でない 全く重要でない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業上の重要な技術課題を解決（ニーズ志向）

科学的発見、技術的知見などを新たに事業化（シーズ志向）

研究開発コストの節約

研究機器やリサーチマテリアルへのアクセス

研究開発のスピードアップ

大学との人的・組織的ネットワークの形成

大学からのノウハウ獲得

ハイリスクな研究開発の実施

人材育成（参画した研究者の質的向上）

社外での知名度向上

社内における研究開発活動の正当性確保

研究における大局観の把握（技術シーズの見分け、研究開発の趨勢など）

非常に重要である 重要である どちらでもない 重要でない 全く重要でない

SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例
科学技術白書・科学技術基本計画策定プロセス（総政特）への貢献

政府の資金助成と民間企業の研究開発・イノベーションに関する分析（産学連携サーベイ）

9



SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例

総合科学技術イノベーション会議における科学技術イノベーション政策の全体俯瞰と予算の重点化

「第５期科学技術基本計画に向けた中間取りまとめ」(2015年6月総合科学技術イノベーショ
ン会議）＜抜粋＞

科学技術に関する経費の見積り方針の調整に関する事務を活用して、研究開発予算を全
体俯瞰し、府省連携をリードして、国として重点的に取り組むべき研究開発について司令塔機
能を発揮していく。

総合科学技術イノベーション会議・資源配分のあり方に関する有識者懇談会における検討

JST/CRDS 科学技術イノベーション政策の俯瞰 （中間報告：2015年2月）
科学技術基本計画後の科学技術イノベーション政策の推進基盤と重点分野について、政策や施策を体系的に整理

NISTEPデータ・情報基盤 資源配分・重要施策データベースの構築（2013年11月）
1970年代から科学技術関係予算や1950年代からの白書に記載された重要施策をデータベース化

科学技術イノベーション政策の歴史的変遷を体系的に整理し、その知見を総合科学技術会議
における予算の全体俯瞰と資源配分の方針に活用
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SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例

「R&Dの資本化」と「研究開発投資効果分析」の連携

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部

「R&Dの資本化」
2008SNA（国民経済計算２００８年基準）に基づき、GDPの計算にあたり、従来中間
消費として扱っていたR&Dとして扱う。→名目GDPを3%程度押し上げる要因にな
る。

・外木・北岡・小林「R&D資本投資の四半期及び確報推計手法の研究」『季刊 国
民経済計算』153号
・Tonogi and Kitaoka 「Empirical Research on Depreciation of Business R&D Capital
（企業R&D資本の減耗率についての実証研究）」（ESRI Discussion Paper No.319）

科学技術・学術政策研究所／一橋大学イノベーション研究センター

内外の研究開発投資を導入したマクロ経済モデル、知識ストックの
計測法（陳腐化率、リードタイム等）に関するレビュー

「科学技術イノベーション政策のマクロ経済体系へ 科学技術イノ
ベーション政策のマクロ経済体系へ の導入に関する調査研究 の導
入に関する調査研究」
NISTEP調査資料 226・IIR WP#13-19 （2013 年 10 月）
（SciREX政策課題対応型調査研究）

RISTEX公募型研究開発プログラム
・楡井プロジェクト

「科学技術イノベーション政策の経済成長
分析」

経済理論に立脚した経済モデル（動学一
般均衡モデル）
にR&Dを導入し、R&Dの経済成長への影
響に関するシミュレーションを実施。

研究者のクロス・アポイントメントによる連携
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SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例

広義の科学技術イノベーション政策研究会（イノベーションのための制度改革）への貢献

「世界で最もイノベーションに適した国」の実現のため、研究費、技術開発費の補助等に
係る施策に加え、税制、政策金融、公共調達、規制改革等の様々な施策の可能性につい
て検討。

「第５期科学技術基本計画に向けた中間まとめ（案）（５月２８日 総合科学技術イノベーション会議基本計画専門調
査会まとめ）」
１０ 実効性ある科学技術イノベーション政策の推進
（１） 総合科学技術・イノベーション会議の司令塔機能の強化

特に、未来に向けた産業の創造や社会変革に取り組んでいく上では、速いスピードで進化する科学技術に制度
面が必ずしも追いついておらず、これが科学技術イノベーションの成果の社会実装に桎梏となる可能性もある。こ
のため、平成26年の内閣府設置法改正の趣旨を踏まえ、総合科学技術・イノベーション会議は、こうした科学技術

イノベーションに関連する様々な制度改革の調整についても司令塔機能を強化していくことが必要であり、そのた
めの体制整備を検討する。

＜SciREXとの連携＞
・内外の政策動向等に関する調査
・拠点研究者等との研究会
・内閣府科技部局・CSTI基本専調委員会へのインプット
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SciREXの成果が政策の実務に貢献した例

科学技術における外交と安全保障

デュアルユース技術の研究開発
• 我が国において、民生・防衛両面で利用可能なデュアルユース技術の研究開発をどのように進めるべきかについて、

歴史的経緯や制度なども、課題を検討。

• 防衛省「安全保障技術研究推進制度」（大学等における基礎研究レベルでのデュアルユース技術研究に対する助成制
度）の制度設計に貢献。

北極圏問題についての我が国の総合戦略
• 近年国際的に関心が高まっている北極圏に関する諸課題について、我が国が取

るべき総合的な戦略について検討実施。
• 文部科学省「北極域研究推進プロジェクト（ArCSプロジェクト）」の制度設計に貢

献。

• 北極サークルやダボス会議等の国際的な議論の場における情報発進とネット
ワーク構築。

• 国内における政治家、行政官、自然科学・人文社会科学等の研究者、産業界等
の幅広い北極圏問題に関するネットワークを形成

科学技術外交の戦略的推進
• 国際的動向調査や海外機関と共催したラウンドテーブル等を通じて、

科学技術への外交の活用（「外交のための科学技術」）という観点で
の議論の必要性を認識。各種チャンネルと通じて発信。

• その結果、外務大臣のもとに「科学技術外交のあり方に関する有識
者懇談会」が設置され、当センターのプロジェクトメンバーも議論に参
加。外務大臣科学技術顧問の設置等を含む提言として結実。

「科学技術外交のあり方に関する有識者懇談会」報告書
の岸田外務大臣への提出（2015年5月8日）（外務所ホー
ムページより）

北極圏プロジェクトの取組についての国際発信
（北極サークル、2014年10月）
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SciREXの成果が政策の実務に貢献した例

科学技術予測・シナリオプランニングの公共政策分野の将来ビジョン策定に向けての貢献
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15

SciREXが政策形成の実務に貢献した例

「夢ビジョン」策定におけるRISTEX加納プロジェクトの貢献

夢ビジョン策定に際して、対話型パブリックコメ
ント手法を導入

文科省HPより

従来、パブリック・アクセプタンス論では
定性的な手法が主であったが、定量的
なアプローチを導入

OECDにおける「科学技術

と社会」に関する指標化
プロジェクト
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SciREXの成果が政策形成の実務に貢献した例（まとめ）

・政策担当者側で明確な課題設定、政策体系の構造化、調査項目設定等が行われること。
＊政府研究開発目標の設定、ファンディングの目標設定、具体的な施策のフォローアップなど

・研究者側で関係する研究の熟成（数年規模）が既にあり、現実の政策に活かしたいという意
向があること。

＊他分野（ライフサイエンスなど）と同様に、学術的な研究の中にシーズがあることもある。

＊素朴に研究成果を政策に活かしたいと考える研究者（特に若手）は多いが、具体的な課題設定やアウ
トリーチの方法が分からない者が多い。

・適切なタイミングで両者の接点があり、お互い敬意をもって、粘り強くすりあわせる意欲と時
間があること。

＊時間が最大のリソース

課題設定の段階からアウトリーチまで、政策担当者と研究者が共同して取り組む場が必要
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日本経済学会（経済学の中核学会）
・2014年春期大会及び同秋期大会において「科学技術イノベーション」のセッションを開設。
SciREX関係の成果を発表
・2014年秋期大会において、パネル討論「科学技術振興における経済学の役割」を開催。

座長 京都大学 中澤正彦、問題提起 京都大学 矢野誠
モデレーター 一橋大学 古沢泰治、
パネリスト 科学技術振興機構研究開発戦略センター 岩野和生
パネリスト 内閣府 倉持隆雄
パネリスト 科学技術振興機構研究開発戦略センター 黒田昌裕

研究・技術計画学会（科学技術政策研究・MOTの中核学会）
・2014年年次大会において、パネル討論「実践に活かす科学技術イノベーション政策経営研
究」を実施。

赤 池 伸 一 (文部科学省)
板 谷 和 彦 (東芝ビジネス&ライフサービス株式会社/東京農工大学)
原 陽 一 郎 (株式会社東京創研)
原 山 優 子 (内閣府総合科学技術・イノベーション会議)
平 澤 泠 (公益財団法人未来工学研究所)
(モデレータ)
伊地知 寛博 (成城大学)

・2014年年次大会においてSciREX関係成果約２０本を発表

関連する学会等における活動例
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○人材育成拠点履修者数
Ｈ27年度現在（12月） 修士相当 247名 博士相当 64名

○審議会等委員としての貢献
・ 基本計画専門調査会委員

角南篤（SciREXセンターPM） 上山隆大（GRIPS副学長）
青島矢一（一橋拠点（構想責任者）） 林隆之（ SciREXセンタープロジェクトに参画）

・「科学技術イノベーションと社会」検討会構成員
小林傳司（阪大・京大拠点（構想責任者）） 城山英明（東大拠点（構想責任者））
林隆之（ SciREXセンタープロジェクトに参画） 泉紳一郎（RISTEXセンター長）

○ 多様な研究者の参入
楡井誠（一橋拠点、 RISTEXプロジェクトに参画 → 財務省財総研）
松浦正浩（東大拠点、RISTEXプロジェクトに採択、SciREXセンターPM補佐）
池内健太（NISTEP研究員、政策課題対応型調査研究に参画、SciREXセンターPM補佐）
外木暁幸（一橋、RISTEXプロジェクト、政策課題対応型調査研究に参画、ESRI）
原泰史（一橋拠点、RISTEX長岡プロジェクトに参画→SciREXセンター専門職）
加納圭（滋賀大学、RISTEX加納プロジェクト、SciREXセンタープロジェクトに参画）
小山田和仁（CRDS→SciREXセンター専門職、PM補佐）
川島浩誉（NISTEP研究員、RISTEX調プロジェクトに参画） など

政策形成と研究をつなぐ人材育成・ネットワーク構築
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拠点間共同プログラム
（１）国際シンポジウム：海外から著名な研究者を招へいし、国内外の関係機関のネットワークを拡大する。

（２）政策構想ワークショップ：行政官・政治家・企業家等をまじえたディスカッションを行い、研究成果の応用、社会のニーズ吸収、ネットワーク形
成を図る。

（３）サマーキャンプ：各拠点の教員・学生が一堂に参集し、理解・交流を深める。

「政策研究大学院大学」
・社会的課題を的確に捉える能力、及び科学的アプ
ローチを用いて科学技術イノベーション政策の企画・
立案・実施・評価・改善を行う能力を有する人材を育
成

・政策のために科学に関する修士課程及び博士課程
を設置

・拠点間連携を主導するとともに、政策のための科学
に関する学問領域の発展やコミュニティ形成を牽引

総合拠点（１拠点）
・「政策のための科学」に関する博士及び修士課程
を設置し、専門的知識及び能力を習得するための
総合的なカリキュラム等を設定

・全体の中で中心的な役割を果たし、各拠点の具
体的な連携を行う拠点間共同プログラムに関する
総合調整を実施

領域開発拠点（４拠点）
・既存のプログラムとは独立した形で、「政策のための科学」に関する人材育成プログ
ラムを開設

「東京大学」
・公共政策・工学の領域を軸として、政策
形成や科学技術イノベーション政策研究
のための人材を育成

・既存の大学院修士課程に部局横断型
プログラムを設置

「九州大学」
・東アジアと地域イノベーションを領域の
軸とし、専門領域と政策のための科学を
つなぐ人材を育成

・大学院共通教育科目としてプログラム
を開講

「一橋大学」
・経営学・経済学等の社会科学を基盤と
しつつ、自然科学や工学的知見も取り込
んだ領域横断的なイノベーション研究を
担う人材を育成
・博士課程レベルのプログラムを設置

「大阪大学（京都大学）」
・科学技術の倫理的・法的・社会的問題
（ELSI）研究を領域の軸とし、学問分野間

及び学問と政策・社会の間をつなぐ人材
を育成

・既設の修士課程にプログラムを設置、
両大学が連携し、関西地域のニーズや
特色を活かす教育研究の推進

修士1名 博士17名

修士199名 博士22名

博士9名 その他10名

修士41名 博士13名

修士6名 博士3名
科目等履修生10名

基盤的研究・人材育成拠点を構成する各大学における人材育成プログラムの概要

【基盤的研究・人材育成拠点】

※人数は平成27年12月時点の在籍者数 各拠点校のプログラムの内容や終了条件などが異なっているので、数字の比較には注意を要する。 19
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